
組入銘柄紹介

2019年9月12日作成

【コム7の株価と売買高の推移】

コム7（タイ、小売）

これまでの歩み

1996年 IT機器販売店をバンコクの秋葉原と呼ばれる「パンティップ・プラザ」に開店

2004年 コム7カンパニー・インターナショナルを設⽴

2005年 正規代理店としてアップル製品の販売を開始

2009年 100店舗達成を記念して店舗名を「バナナIT」に統一することを決定

2013年 「サムスン・ショップ」を開店

2014年 マンゴー・ショッピング（現：バナナ・グループ）を設⽴

2015年 タイ証券取引所に上場

2016年 通信大手トゥルー・コーポレーションと提携して「トゥルー・バイ・コム7」を展開するダブル・セブンを設⽴

アップル製品を販売する「iスタジオ」、「iビート」、「Uストア」の店舗名を「スタジオ7」に統一することを決定

バンコク・テレコム999から「BKK」44店舗を取得

2017年 ⼆輪割賦販売BAFに出資

カシコーン銀⾏と提携してフランチャイズ・ビジネスを展開するバナナストア・ドットコムを設⽴

2018年 1,000㎡超の「バナナ・アウトレット」を「ロビンソン・シーコンスクエア」に開店

・出所：Bloomberg より作成（コム7の直近決算期売上高は1タイバーツ＝3.39円（2018年12月末）にて換算）
・期間：2015年8月9日〜2019年9月6日
※上記内容は組⼊銘柄の紹介を⽬的として弊社が作成しました。弊社は記載銘柄の推奨を⾏うものではありません。
※当ファンドでは銘柄⼊替を⾏うことがあるため現在の銘柄と異なる場合があります。写真はイメージです。

（タイバーツ） （億株）

アセアン・オーナーズ・ファンド（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／株式

8⽉末組⼊⽐率：1.9％当ファンドの組入銘柄を紹介します。

創業者：スラ・カニータウィークル氏（Sura Khanittaweekul）

1969年⽣まれ。バンコクのアサンプション大学を卒業して米国のインディアナ大学でMBA（経営学修
士）を取得。タイ国内でのパソコン普及率が10％にも満たなかった1996年に将来性を感じて創業した
小売店を携帯電話やノートパソコン、タブレット、デスクトップパソコン、付属品などの販売や修理を⼿掛け
るタイのIT（情報技術）機器販売大手に育てあげる。
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売買高（右軸） 株価（左軸）

直近決算期

売上高

Olympicグループ(日本) 969億円

コム7 946億円

松屋(日本) 925億円

（ご参考）





当資料は損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された販売⽤資料であり、法令に基づく開⽰書類ではありません。
投資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありません。信
託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対
象ではありません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありません。当資料は弊社が信頼
できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意⾒等は予告なしに
変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運用は委託会社が⾏い
ます。お申込みの際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま⾃⾝でご判断くだ
さい。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。



■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2019年9⽉6⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

⾦融先物取引

業協会

一般社団法人

第⼆種⾦融商

品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第52号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第67号 ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第114号 ○

日産証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第131号 ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

内藤証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑(⾦商)第24号 ○ ○

＜備考欄の表示について＞

※１ 記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２ 記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。

※３ 新規のお取扱いを⾏っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

アセアン・オーナーズ・ファンド（為替ヘッジなし）

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。


